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１．はじめに
前回は、中国商標法第１章「総則」

から外国人等の出願について定めた

17条および商標国際登録について定

めた21条を紹介した。

今回は、これまで取り上げていない

条文のうち、比較的実務上の重要性が

高いと思われる49条について簡単に

紹介するとともに特殊な侵害の類型

ともいえる逆混同（後発使用者が先行

する他人の登録商標等を大々的に使

用するなどした結果、先行して使用さ

れていた商標等が後発使用者の商標

であると混同される状況）に関する事

件を解説する。なお、逆混同について

具体的に規定した中国商標法の条文

はない。

２．中国商標法49条
「商標権者が、登録商標の使用にお

いて、登録商標、商標権者の名義、住

所またはその他の登録事項を無断で変

更した場合、地方工商行政管理部門が

指定期間内に状況を是正することを命

じる。期間が満了しても、是正しなかっ

た場合、商標局がその登録商標を取り

消す。

登録商標は、その指定商品の一般名

称となった場合、または正当な理由が

なく連続して３年間使用していない場

合、いかなる組織または個人も商標局

に当該登録商標の取り消しを請求する

ことができる。商標局は請求の受理日

から９カ月以内に決定をしなければな

らない。特別な事情により延長が必要

な場合、国務院工商行政管理部門の許

可により、３カ月の延長ができる」

49条１項は商標権者による登録商

標や商標権者の住所等の無断変更につ

いて、同２項は不使用登録商標の取り

消しについて、それぞれ規定する。

49条には、さまざまなことが記載

されているが、取り消しを免れるため

に、実務で特に重要と思われる点を以

下に整理する。

（１） 登録商標の無断変更に留意する

具体的には、登録商標を使用するよ

うにし、標章の変更を希望する場合に

は、新たな商標出願を検討する。

（２） ‌�商標権者の名義、住所またはそ

の他の登録事項の無断変更に留

意する

社名、氏名、住所等の変更や名義変

更がある場合には、変更の手続きを行

う。条文にある「その他の登録事項」

とは、例えば、代理人、文書の受取人

の住所等である。

（３） ‌�連続した３年間の不使用による

取り消しに留意する

不使用取消請求の対象にならないよ

うに、中国国内で登録商標を使用し、

また、使用に係る証拠を普段から収集

し、保管する。

（４） ‌�商標が一般名称化しないように

留意する

登録商標が一般名称化しないよう

に、①商品の名称と商標を明確に使い

分ける、②商標についてはかっこを付

けて使用する、③宣伝文章等で形容詞

的に使用しないようにする――といっ

たことに気を付ける必要がある。さら

に、一般名称であるかのような誤解を
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生む使用が長期間継続されると、問題

解消が困難になるため、第三者の無断

使用等については、速やかに措置を講

じることも重要である。

商標法49条について、2019年11月

１日施行の第４次改正中国商標法にお

いて特に変更はない。

（１） 事件の経緯

●原告による商標権の取得

原告の汕頭市澄海区建発手袋工芸廠

（以下、建発社）は1993年６月14日に

設立された個人独資企業（個人事業主）

である。1999年２月７日、建発社は

第1244366号「MK」商標（以下、本

件商標）の商標権を取得した。指定商

３．商標権侵害民事紛争事件
〈（2018）浙民終157号〉

品は第18類の「旅行用スーツケース,

リュックサック,バッグ,運動用手提げ

バッグ, 包装用の皮袋（バッグ,小袋）,

買い物袋,書類用バッグ,財布,かばん」

である。本件商標の権利は更新され、

存 続 期 間 は、2009年 ２ 月 ７ 日 か ら

2019年２月６日までとなっていた（事

件当時。本稿執筆時点の満了日は

2029年２月６日）。

●被告による出願および拒絶査定

被告のMichael Kors（Switzerland）

International GmbH（以下、マイケル

スイス社）は2013年11月４日に設立さ

れており、「MICHAEL KORS」ブラ

ンドの中国における権利者である。

マイケルスイス社は、第18類において、

第3305815号と第3603883号「MICHAEL 

KORS」商標と第3603887「MK MICHAEL 

KORS」商標、第4093300「MICHAEL 

MICHAEL KORS」商標など、多数の商

標登録を行っている。

しかし、「MK」について、マイケ

ルスイス社は第18類での商標出願を

行ったが、拒絶査定がなされ、商標権

を取得していない。

●被告らによる使用

共同被告の邁克爾高司商貿（上海）

有限公司（以下、マイケル上海社）は

「MICHAEL KORS」ブランド製品の

中国総販売店である。マイケルスイス

社とマイケル上海社は、商品、広告、

パンフレット、店舗の内装、ホームペー

ジなどに「mk」「MK」「 」など（以

下、侵害被疑標章）を使用している。

また、同じく共同被告の浙江銀泰百

貨有限公司（以下、銀泰百貨）は、ショッ

ピングモールを、北京京東世紀貿易有

限公司（以下、京東社）は、電子取引

プラットフォームをそれぞれ運営す

る。マイケルスイス社とマイケル上海

社は銀泰百貨のショッピングモールと

京東社のプラットフォームに出店して

いる。

●権利侵害の訴え

原告は、４社の行為が本件商標の商

標権を侵害しているとして人民法院に

提訴し、権利侵害の差止め、総額9750

万人民元（本稿執筆時のレートで約

15億円）の損害賠償などを求めた。

人民法院：浙江省高級人民法院
判決日：2019年６月10日

【当事者】
二審の控訴人（一審の原告）：汕頭市澄海区建発手袋工芸廠
二審の被控訴人（一審の被告）：邁克爾高司商貿（上海）有限公司
二審の被控訴人（一審の被告）：Michael Kors（Switzerland）International GmbH
二審の被控訴人（一審の被告）：浙江銀泰百貨有限公司
二審の被控訴人（一審の被告）：北京京東世紀貿易有限公司

【本件商標】
登録番号：1244366
出願日：1997年11月５日
公告日：1998年11月７日
登録査定日：1999年２月７日
区分：第18類

当事者および係争商標
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（２） 一審の争点

ア）マイケルスイス社とマイケル上

海社が侵害被疑標章を使用する行為

は、第18類の商品における商標の使

用に該当するか否か。

イ）マイケルスイス社、マイケル上

海社が侵害被疑標章を使用する行為は、

本件商標の商標権を侵害するか否か。

ウ）イ）に関連し、逆混同は成立す

るか否か。

（３） 一審の判断

ア）商標の使用の該当性

侵害被疑標章の使用は、第18類のか

ばん類の商品における使用に該当する。

マイケルスイス社とマイケル上海社

が侵害被疑標章を使用する行為は、①

商品の金属装飾ボタンおよび関連の商

品の広告やパンフレットに使用するこ

と、②専門店の店頭装飾に使用するこ

と、③商品の裏地等に使用すること、

④公式サイト、WeChat（メッセン

ジャーアプリ）において顧客サービス

として送信されるショートメッセージ

に使用すること――の４種類に分けら

れる。

商標法48条は「この法律で商標の

使用とは、商品、商品の包装もしくは

容器および商品取引書類上に商標を用

いること、または広告宣伝、展示およ

びその他の商業活動中に商標を用いる

ことにより、商品の出所を識別するた

めの行為をいう」と規定している。

前記①の使用行為に該当するか否

かを検討するには、まず商標や商品の

種類を判断しなければならない。本件

の場合、商品の金属装飾ボタンは単独

で販売できる商品ではなく、付属品と

してかばんと共に販売されている。消

費者から見たとき、金属装飾ボタンに

ある標章は装飾ボタンの提供元では

なく、かばんの提供元を識別するため

に使用される。したがって、この使用

行為は明らかに第18類のかばん類の

商品における商標の使用に該当する。

専門店の店頭装飾に使用される侵害

被疑標章は、消費者に展示・販売して

いる商品の出所を示しており、その商

品にかばん等の商品が含まれている。

したがって、消費者はかばん等の商品

の出所を識別することができるので、

前記②の使用行為も第18類のかばん類

の商品における商標の使用に該当する。

「MICHAEL KORS」はマイケルス

イス社が第18類のかばん類の商品に

登録し、同社とマイケル上海社が使用

している商標であり、両社はそれに 

関 し て は 異 論 が な い。「MK」は

「MICHAEL KORS」の略称として使

用されており、商品の出所を示す役割

を果たしているため、当該使用行為は

商標法上の使用であり、記述的な使用

ではない。よって前記③、④の行為も

商標法上の使用に該当する。また、前

記④の行為については、展示・販売を

行う商品にかばん類の商品が含まれて

いる面から見ても、第18類のかばん

類の商品における商標の使用に該当 

する。

イ）商標権侵害の該当性

● 侵害被疑標章と本件商標の同一性

本件商標は「ｍ」と「ｋ」の２つの

英語文字の組み合わせからなる商標で

ある。中国の商標の登録要件によれば、

２つの普通の表現形式のアルファベッ

ト自体は顕著性を有しないため、商標

登録できない。

よって本件商標の顕著性は主に字体

およびデザインにあらわれている。字

体およびデザインの相違によって、商

標全体の視覚的効果に差異が生じてい

る。侵害被疑標章は、字体およびデザ

インにおいて本件商標と異なっている

ため、両者は同一商標ではない。

● 侵害被疑標章と本件商標の類似性

侵害被疑標章は一定のデザイン性を

有するが、本件商標の要部は「MK」

であり、全体観察（離隔観察）によれば、

両者はある程度の類似性を有する。

なお、侵害被疑標章にはある程度の

顕著性が認められる。

● ‌�類似性を有する商標の市場にお

ける混同のおそれの有無

本件商標は２つのアルファベット

からなるため、顕著性は高くない。建

発社の提出した証拠からみても、同社

が本件商標を登録したのは早いが、十
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数年間、中国国内で本件商標を用いた

かばん類の商品の大規模な宣伝・販売

を、継続的に広範囲にわたって行って

いるわけではない。したがって、本件

商標は実際の使用によって高い顕著

性と認知度を獲得しておらず、本件商

標に対する保護はその顕著性および

知名度に相応する程度でなければな

らない。

権利侵害被疑商品であるかばんは

1280 〜 3800人民元（本稿執筆時の

レートで２万～６万円程度）で販売さ

れており、中国の現在の物価レベルに

対して、かばん類としてはやや高い価

格帯に属している。したがって、消費

者は購入する前に、高い注意力を払う

であろうと推測できる。

また、女性用かばんの消費者は、か

ばんのブランドに強い関心を持ってお

り、外観が似ている標章に対し、一定

の識別をする能力を有している。消費

者 は、 自 ら 見 て、 購 買 し た も の が

「MICHAEL KORS」の商品であるこ

とを理解しており、商品の出所につい

て混同したり、本件商標と何らかの関

係を有するとは考えない。

つまり、侵害被疑標章と本件商標は

類似性を有するが、市場の混同を引き

起こすのに十分な程度には、達してい

ない。

以上のことから、マイケル上海社と

マイケルスイス社が使用している侵害

被疑標章は、すでに本件商標と区別さ

れており、関連公衆は侵害被疑標章を

使用した商品の出所に対して混同や誤

認を生じることはない。よって、マイ

ケル上海社とマイケルスイス社の行為

は本件商標の商標権に対する侵害を構

成していない。

ウ）逆混同の成立性

第一に、逆混同を判断する場合も、

商標権の本質およびその侵害判断の基

準から逸脱することはできない。

つまり、侵害被疑標章の認知度が高

いために、関連公衆は登録商標を使用

した商品をマイケル上海社またはマイ

ケルスイス社に由来すると誤解しやす

いとして、逆混同に該当すると判断す

べきではない。

マイケル上海社とマイケルスイス社

は「MICHAEL KORS」ブランドを

継続的に使用し、宣伝を行っているた

め、そのブランドは高い認知度と評価

を獲得している。それは両社の正当な

ビジネスの成果であり、保護しなけれ

ばならない。

第二に、逆混同によって禁止される

のは、後発の使用者が自身の経済力と

市場での地位を利用して、他人の先行

する登録商標と同じまたは実質的に同

じ標章を強引に使用しさらに先行する

登録商標の名声を失わせ、効果的に商

品の出所を示す役割を発揮できなくす

る行為である。

本件の場合、建発社は対外貿易に力

を入れている企業であり、同社が中国

国内で本件商標を使ったかばん類を大

量に販売している証拠はない。2011

年に「MICHAEL KORS」ブランド

が中国に進出した時点で、建発社は大

きな市場を獲得しておらず、本件商標

と侵害被疑標章とは市場で共存する可

能性があった。そのため、関連の消費

者は誤認・混同を引き起こすこともな

い。以上より、商標権者、侵害被疑標

章の使用者および消費者の利益から総

合的に判断し、逆混同も成立しない。

上記の理由で、一審法院は建発社の

請求を棄却した。建発社は判決を不服

として、控訴した。

（４） 二審の判断

ア）商標法上の使用該当性

侵害被疑標章が使用された商品は、

本件商標の指定商品と同一商品であ

る。マイケル上海社とマイケルスイス

社による侵害被疑標章の使用は、商標

法上の使用に当たる。侵害被疑標章は、

本件商標と字体が異なっているため、

同一商標に該当しない。

イ）侵害被疑標章と本件商標の類否

および誤認・混同の可能性

両商標の類否の検討にあたっては、

本件標章の文字の字形、読み、意味ま

たは図形および色彩などの構成要素の

近似性だけでなく、関連する公衆の誤

認・混同の可能性を考慮しなければな

らない。

本件においては、第一に、本件商標
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出にあたっては、進出国において早期

に自社商標の商標権を取得するのが最

も望ましいが、その標識または類似す

る標章が、他社に先に登録されている

ケースも少なくない。その際、無断で

使用を開始すると、商標権侵害に当た

るとして訴えられる可能性がある。

中国では、先に商標登録していた者

と関係があった場合には（例えば、も

ともとは代理店契約が存在した場合な

ど）、無効請求を行うことができるが、

全く関係のない者が相手方の場合、そ

の商標を取り消すことは相当に困難で

ある。

商標権者と交渉し、うまく譲渡にこ

ぎ着けられる場合もあるが、本件の二

審判決中にあるように、使用する商標

に自社の社名やブランド名を付加し

て、他社の商標と区別できるような形

にすることも、権利侵害を避ける方法

の一つである。

４．おわりに
中国商標法第３次改正を契機に

2014年１月に始まった本連載も今月

号で最終回を迎える。

皆さまのおかげで、逐条で、関連の

重要事件を紹介する形で、６年４カ月

という長い期間、連載を続けることが

できた。特に、連載の前半の共同執筆

者であるチャイナ（華夏）正合知識産

権代理事務所の韓登営・中国弁理士に

心より御礼申し上げる。

【お詫びと訂正】

本誌2019年７月号ｐ.54に誤りがあ

りました。関係各位にお詫び申し上げ

るとともに、訂正させていただきます。

右段29行目

誤）‌�商標法上の規定ではないが、違

反して販売した場合には、

正）違反して販売した場合には、

は顕著性が低い。第二に、本件商標は、

その使用状況からみて、使用により高

い顕著性と認知度を獲得していない。

侵害被疑標章と本件商標は商標法上権

利侵害を構成するといえるほどの類似

性は有していない。

しかし、侵害被疑標章と本件商標は

ある程度の類似性を有することは認め

られる。

侵 害 被 疑 標 章 は、 公 式 サ イ ト、

WeChatカスタマーサービスメール、

パンフレットに限って使用されている

が、これらの使用において、本件商標

のアルファベットは共通し、かつ、フォ

ントにデザイン性がない。よって、よ

りはっきりと両者を区別して、権利の

境界をより明確化し、混同が生じない

ようにするために、今後マイケルスイ

ス社とマイケル上海社は、「mk」「MK」

を使うべきではない。

「 」 を 使 う と き は「MICHAEL 

KORS」などの区別できる標識を付さ

なければならない。

これらの事情を踏まえて、マイケル

スイス社とマイケル上海社は、本件の

訴訟費用の一部を負担する。

上記に基づいて、第二審法院は、控

訴人の請求が成立しないと判断し、棄

却した。

（５） コメント

グローバル化の進展に伴い、海外へ

進出する企業は増加している。海外進


